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Ⅰ 調査の概要 

■ 調査の目的 
名古屋市では、社会問題の解決に貢献できる市民活動団体と市民・企業・行政の協働を

推進していくために、市民活動団体の活動の実態を把握し、協働の考え方やその効果、事

例等をまとめた「市民活動団体との協働の手引書」を作成しています。 

本調査は、市内で活躍している市民活動団体の方の、協働に対する考え方や日頃から感

じていることを把握し、協働の手引書の作成や協働の方針づくりの基礎資料とすることを

目的に実施しました。 

 

■ 調査概要 

◇調査対象 
市内で活動する市民活動団体 1,121 団体 
（愛知県認証 NPO 法人 631 団体、なごやボランティア・NPO センターの登録団

体 317 団体、社会福祉協議会の登録団体 173 団体） 

◇調査方法 郵送による配布・回収 

◇調査期間 平成 22 年 12 月 10 日～12 月 27 日 

◇配布数 1,121 票 

◇有効回収数 

（回収率） 
411 票 （36.7％） 

◇調査項目 

• 行政と市民活動団体との協働について 

• 市民活動推進センターについて 

• 市民活動団体の活動について 
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■ 標本誤差 
アンケートを行う場合、該当者全員を対象として調査を実施することが最も望ましいが、

実際には全員を対象とすることは困難であり、相応な人数を選んで精度の高い調査結果を

得る必要があります。 

本調査では、2,021 事業所から回答結果を得ているが、これがどの程度の精度を持った

回答結果であるのかを示す指標として「標本誤差」があります。 

 
信頼度※を 95％とすると、この調査の標本誤差は次式で近似することができます。 

 
 
 
 
 

 
上記の式を用いると、この調査の標本誤差は以下のように算出されます。 

この表の見方は、例えば、「事業所の設問の回答数が 180 あり、その設問中の選択肢の回

答比率が 60％であった場合、その回答比率の誤差の範囲は最高でも±6.69％以内（53.31％

～66.69％）である」とみることができます。 

 
（標本誤差早見表） 

回答比率

基数 

10％または

90％前後 

20％または

80％前後 

30％または

70％前後 

40％または

60％前後 
50％前後 

411 ±2.36% ±3.14% ±3.60% ±3.85% ±3.93%

210 ±3.73% ±4.98% ±5.70% ±6.10% ±6.22%

180 ±4.10% ±5.47% ±6.26% ±6.69% ±6.83%

150 ±4.56% ±6.08% ±6.97% ±7.45% ±7.60%

100 ±5.73% ±7.64% ±8.75% ±9.35% ±9.55%

50 ±8.30% ±11.06% ±12.67% ±13.55% ±13.83%

母数：1,121 団体 

※信頼度とは、この結果がどの程度信頼できるかを示す値で、95％の場合、100 回中 95 回は
この結果にあてはまる（5 回はあてはまらないことがありうる）という意味になります。 
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Ⅱ 調査結果 

■ 属性 
● 認証区分 

「NPO 法人」が 51.1%、「任意団体」が 43.8%

となっています。 

 
 
 
 
 
 

● 活動開始時期 

NPO 法人で最も多いのは「2000～04 年」で

32.9%、次いで「2008～10 年」17.6%、「2005

～07 年」14.8%となっています。 

任意団体で最も多いのは「2000～04 年」で

21.1%、次いで「2008～10 年」19.4%、「1990

年以前」17.2%となっています。 

 

 

 

 

● 法人取得年  

NPO 法人で最も多いのは「2000～04 年」で

36.2%、次いで「2008～10 年」28.1%、「2005

～07 年」25.2%となっています。 

 
 
 
 

無回答

5.1%

NPO法人

51.1%
任意団体

43.8%

17.2%

13.9%

12.8%

21.1%

11.1%

19.4%

4.4%
5.7%

17.6%

32.9%

13.3%

14.8%

8.6%

7.1%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

1990年以前

1990～94年

1995～99年

2000～04年

2005～07年

2008～10年

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)

8.6%

28.1%

36.2%

1.4%

25.2%

0.0%

0.5%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 %

1990年以前

1990～94年

1995～99年

2000～04年

2005～07年

2008～10年

無回答 NPO法人(210団体)
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● 活動分野  

NPO 法人で最も多いのは「保健、医療、福祉の推進を図る活動」で 34.8%、次いで「子ど

もの健全育成を図る活動」7.6%、「まちづくりの推進を図る活動」6.2%となっています。 

任意団体で最も多いのは「子どもの健全育成を図る活動」で 20.6%、次いで「保健、医

療、福祉の推進を図る活動」18.9%、「環境の保全を図る活動」9.4%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

● 総会員数  

NPO 法人で最も多いのは「10～20 人未満」で

21.9%、次いで「100～500 人未満」18.1%、「50

～100 人未満」14.8%となっています。 

任意団体で最も多いのは「100～500 人未

満」で 19.4%、次いで「30～50 人未満」18.3%、

「10～20 人未満」16.1%となっています。 

 
 
 
 
 

● 構成員数  

NPO 法人で最も多いのは「10～20 人未満」で

30.0%、次いで「5～10 人未満」11.4%、「50～

100 人未満」9.0%となっています。 

任意団体で最も多いのは「10～20 人未満」

で 17.8%、次いで「5～10 人未満」13.9%、「30

～50 人未満」10.6%となっています。 

 

18.9%

20.6%

6.7%

8.3%

9.4%

3.3%

5.0%

3.3%

2.8%

7.6%

34.8%

3.3%

6.2%

5.7%

5.2%

2.4%

2.4%

2.4%

0.0 % 20.0 % 40.0 %

保健､医療､福祉

子どもの健全育成

まちづくりの推進

文化･芸術･
ｽﾎﾟｰﾂ振興

環境保全

国際協力

社会教育

情報化社会

中間支援

NPO法人
(210団体)
任意団体
(180団体)

2.8%

1.1%

2.2%

0.6%

0.0%

0.6%

0.6%

0.0%

13.9%

2.4%

1.4%

1.4%

0.5%

1.9%

1.0%

0.0%

0.5%

21.0%

0.0 % 20.0 % 40.0 %

人権擁護･平和推進

職業能力開発･
雇用機会拡充

災害救援活動

男女共同参画

科学技術

消費者保護

地域安全活動

経済活動活性化

無回答

NPO法人
(210団体)

任意団体
(180団体)

2.8%

5.6%

16.1%

8.3%

18.3%

11.1%

19.4%

2.8%

15.6%
10.5%

7.6%

18.1%

14.8%

13.3%

21.9%

11.4%

0.5%

1.9%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 %

5人未満

5～10人未満

10～20人未満

20～30人未満

30～50人未満

50～100人未満

100～500人未満

500人以上

無回答

NPO法人
(210団体)
任意団体
(180団体)

5.0%

13.9%

17.8%

6.1%

10.6%

6.1%

6.7%

0.6%

33.3%

11.4%

8.1%

8.6%

30.0%

8.6%

9.0%

5.2%

1.0%

18.1%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 %

5人未満

5～10人未満

10～20人未満

20～30人未満

30～50人未満

50～100人未満

100～500人未満

500人以上

無回答

NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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● 専従スタッフ数 

NPO 法人で最も多いのは「5人未満」で 45.2%、

次いで「5～10 人未満」11.4%、「10～20 人未満」

4.8%となっています。 

任意団体で最も多いのは「5人未満」で 25.0%、

次いで「5～10 人未満」3.3%、「10～20 人未満」

0.6%となっています。 

 
 
 
 

● 非常勤スタッフ数 

NPO 法人で最も多いのは「5人未満」で 37.1%、

次いで「5～10 人未満」11.4%、「10～20 人未満」

7.1%となっています。 

任意団体で最も多いのは「5人未満」で18.9%、

次いで「10～20 人未満」3.9%、「5～10 人未満」

1.7%となっています。 

 

 

 

 

 

● ボランティア数 

NPO 法人で最も多いのは「5人未満」で 23.8%、

次いで「10～20 人未満」13.8%、「5～10 人未満」

9.5%となっています。 

任意団体で最も多いのは「10～20 人未満」で

17.2%、次いで「5 人未満」9.4%、「30～50 人未

満」8.9%となっています。 

25.0%

3.3%

0.6%

0.6%

0.0%

0.6%

0.0%

70.0%
37.1%

0.5%

0.0%

0.5%

4.8%

0.5%

45.2%

11.4%

0.0 % 25.0 % 50.0 % 75.0 %

5人未満

5～10人未満

10～20人未満

20～30人未満

30～50人未満

50～100人未満

100～500人未満

無回答

NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)

18.9%

1.7%

3.9%

0.6%

0.0%

0.6%

0.0%

74.4%
38.6%

0.5%

0.0%

1.0%

7.1%

4.3%

37.1%

11.4%

0.0 % 25.0 % 50.0 % 75.0 % 100.0 %

5人未満

5～10人未満

10～20人未満

20～30人未満

30～50人未満

50～100人未満

100～500人未満

無回答

NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)

9.4%

8.3%

17.2%

6.1%

8.9%

5.6%

3.9%

40.6%
38.6%

1.9%

4.8%

3.3%

13.8%

4.3%

23.8%

9.5%

0.0 % 25.0 % 50.0 %

5人未満

5～10人未満

10～20人未満

20～30人未満

30～50人未満

50～100人未満

100～500人未満

無回答

NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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■ 行政と市民活動団体との協働について 

問 1 貴団体が行政と協働するとしたら、どのような活動について協働したいと

お考えですか。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「個別ニーズに合わせた柔軟かつ迅速な対応が求められる活動」で

47.0%、次いで「市民活動団体の専門性が発揮できる活動」44.5%、「広く市民の参加や実践

を求める必要がある活動」36.3%となっています。 

 
＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「個別ニーズに合わせた柔軟かつ迅速な対応が求められる活動」

で 48.6%、次いで「市民活動団体の専門性が発揮できる活動」46.7%、「地域の実情を考慮

する必要がある活動」30.0%となっています。 

 
＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「広く市民の参加や実践を求める必要がある活動」で 47.8%、

次いで「個別ニーズに合わせた柔軟かつ迅速な対応が求められる活動」43.3%、「市民活動

団体の専門性が発揮できる活動」42.8%となっています。 

 
図 協働したい分野 

43.3%

42.8%

47.8%

40.0%

14.4%

17.2%

3.9%

46.7%

48.6%

23.3%

26.7%

30.0%

23.8%

2.9%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 %

個別ニーズに合わせた柔軟かつ迅速な対応が求め
られる活動

市民活動団体の専門性が発揮できる活動

広く市民の参加や実践を求める必要がある活動

地域の実情を考慮する必要がある活動

行政・企業に先駆けて行われている先進的な活動

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 2 貴団体が行政と協働する際に、協働に関する窓口として、どのような機能

が必要だと考えますか。 

全体で最も多いのは「地域に密着した事業を実施する際の当該地域の関係者・団体等と

の仲介・調整機能」で 31.9%、次いで「提案したいテーマやアイデアを協働に結びつける

ための相談機能」28.5%、「協働する事業に関連する事業課との総合調整機能」24.8%となっ

ています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「協働する事業に関連する事業課との総合調整機能」で 31.9%、

次いで「提案したいテーマやアイデアを協働に結びつけるための相談機能」27.1%、「地域

に密着した事業を実施する際の当該地域の関係者・団体等との仲介・調整機能」25.2%とな

っています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「地域に密着した事業を実施する際の当該地域の関係者・団体

等との仲介・調整機能」で 39.4%、次いで「提案したいテーマやアイデアを協働に結びつ

けるための相談機能」28.9%、「協働する事業に関連する事業課との総合調整機能」18.3%

となっています。 

 

図 必要な窓口機能 

 

39.4%

28.9%

18.3%

2.8%

3.3%

7.2%

27.1%

25.2%

3.8%

31.9%

3.3%

8.6%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

地域に密着した事業を実施する際の当該地域の関
係者・団体等との仲介・調整機能

提案したいテーマやアイデアを協働に結びつけるた
めの相談機能

協働する事業に関連する事業課との総合調整機能

協働に必要な管理運営に関する書類等の作成支援
機能

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 3 貴団体が、協働したい事業を提案したり、相談したりする場合の窓口とし

て、どのようなものが望ましいと考えますか。 

全体では「市役所内の各部局又は各区役所に協働に関する窓口があったほうがよい」が

51.1%、「なごやボランティア・NPO センター内に協働に関する総合窓口があった方がよい」

が 38.0%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人では「市役所内の各部局又は各区役所に協働に関する窓口があったほうがよい」

が 53.3%、「なごやボランティア・NPO センター内に協働に関する総合窓口があった方がよ

い」が 39.0%となっています。 

 

 

＜任意団体＞ 

任意団体では「市役所内の各部局又は各区役所に協働に関する窓口があったほうがよ

い」が 48.3%、「なごやボランティア・NPO センター内に協働に関する総合窓口があった方

がよい」が 36.1%となっています。 

 
図 望ましい窓口 

48.3%

36.1%

9.4%

6.1%

1.9%

5.7%

53.3%

39.0%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 %

市役所内の各部局又は各区役所に
協働に関する窓口があったほうがよい

なごやボランティア・NPOセンター内に
協働に関する総合窓口があった方がよい

その他

無回答 NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 4 貴団体が、行政と協働するにあたって、障害と感じていることは何ですか。

＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「マンパワーが不足しており、行政と協働するだけの余裕がない」

で 38.9%、次いで「どこに（又は誰に）相談に行ったらよいのかわからない」38.2%、「自

分たちの事業が協働に合うのかどうかわからない」35.3%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「どこに（又は誰に）相談に行ったらよいのかわからない」で

40.0%、次いで「マンパワーが不足しており、行政と協働するだけの余裕がない」39.5%、

「自分たちの事業が協働に合うのかどうかわからない」35.7%となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「マンパワーが不足しており、行政と協働するだけの余裕がな

い」で 36.1%、次いで「どこに（又は誰に）相談に行ったらよいのかわからない」35.0%、

「自分たちの事業が協働に合うのかどうかわからない」34.4%となっています。 

 
図 協働の障害 

 
 
 
 
  

2.4%

36.1%

35.0%

34.4%

28.3%

22.8%

16.7%

12.2%

6.1%

22.8%

5.0%

19.5%

3.8%

8.6%

20.0%

31.0%

35.7%

31.4%

39.5%

40.0%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

マンパワーが不足しており、
行政と協働するだけの余裕がない

どこに（又は誰に）相談に
行ったらよいのかわからない

自分たちの事業が協働に
合うのかどうかわからない

行政と一緒にどのように
仕事をするのかわからない

行政が意見を聞いてくれない
（聞いてくれないのではと不安）

契約や補助金申請などに必要な
書類の作成方法がわからない

行政から指導・介入されたくない

以前やってみたがうまくいかな
かった、成果が上がらなかった

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)



 10

 

問 5 市民活動団体や行政がお互いに理解を深めるためには、どのようなことが

必要だと思いますか。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「意見交換会などの行政と市民活動団体の議論の場」で 55.0%、次

いで「市民活動団体に対する行政職員の理解の促進」53.5%、「ホームページ等での市民活

動団体の活動内容や組織に関する情報の公開」35.8%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「市民活動団体に対する行政職員の理解の促進」で 55.2%、次い

で「意見交換会などの行政と市民活動団体の議論の場」53.3%、「相互理解を促進するため

の共通ルールの整備」32.4%となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「意見交換会などの行政と市民活動団体の議論の場」で 56.1%、

次いで「市民活動団体に対する行政職員の理解の促進」52.2%、「ホームページ等での市民

活動団体の活動内容や組織に関する情報の公開」43.3%となっています。 

 
図 相互理解に必要なこと 

2.9%

56.1%

52.2%

43.3%

27.8%

27.8%

16.1%

14.4%

10.0%

6.1%

5.0%

6.2%

11.4%

21.9%

21.4%

32.4%

30.0%

28.6%

53.3%

55.2%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 %

意見交換会などの行政と
市民活動団体の議論の場

市民活動団体に対する
行政職員の理解の促進

ホームページ等での市民活動団体の
活動内容や組織に関する情報の公開

相互理解を促進するための
共通ルールの整備

セミナーやシンポジウムなど
情報発信の場

行政職員の市民活動団体への
インターンシップなどの人事交流

行政機関に対する市民活動
団体関係者の理解の促進

市民活動団体の行政機関への
インターンシップなどの人事交流

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 6 行政職員は、市民活動団体のどのような点について理解を深める必要があ

ると考えますか。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「市民活動団体の活動内容」で 61.8%、次いで「市民活動団体の事

業に対する取り組み方法」41.8%、「市民活動団体の活動理念」38.6%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「市民活動団体の活動内容」で 56.9%、次いで「市民活動団体の

事業に対する取り組み方法」47.4%、「市民活動団体の活動理念」38.8%となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「市民活動団体の活動内容」で 68.1%、次いで「市民活動団体

の社会貢献度」42.6%、「市民活動団体の活動理念」40.4%となっています。 

 
図 相互理解を深めたい点 

 
 

5.2%

68.1%

31.9%

40.4%

42.6%

30.9%

22.3%

25.5%

5.3%

5.3%

1.1%

2.6%

6.0%

19.8%

34.5%

27.6%

38.8%

33.6%

56.9%

47.4%

0.0 % 25.0 % 50.0 % 75.0 %

市民活動団体の活動内容

市民活動団体の事業に対する取り組み方法

市民活動団体の活動理念

市民活動団体の社会貢献度

市民活動団体が誕生した社会背景

市民活動団体の財務状況

市民活動団体の活動実績（協働の実績等）

市民活動団体の活動エリア

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 7 貴団体が協働事業を検討していく上で、先進事例としてどのような情報が

あればよいと思いますか。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「協働事業の内容」で 65.9%、次いで「協働事業を推進する体制」

53.5%、「協働事業を進めるために工夫した点や反省点」38.2%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「協働事業の内容」で 66.7%、次いで「協働事業を推進する体制」

55.2%、「協働事業に至るまでの経緯」39.5%となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「協働事業の内容」で 64.4%、次いで「協働事業を推進する体

制」53.3%、「協働事業を進めるために工夫した点や反省点」40.0%となっています。 

 
図 必要な先進事例の情報 

64.4%

53.3%

40.0%

27.2%

29.4%

20.6%

6.7%

3.3%

10.0%
3.3%

2.9%

9.5%

26.2%

39.5%

35.7%

34.3%

66.7%

55.2%

0.0 % 25.0 % 50.0 % 75.0 %

協働事業の内容

協働事業を推進する体制

協働事業を進めるために工夫した点や反省点

協働事業に至るまでの経緯

協働事業に要した事業費

協働した相手方の情報

協働事業に従事した人数

その他

無回答

NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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■ 市民活動推進センターについて 

問 8 貴団体は、ＮＰＯセンターを利用されていますか。 

全体で最も多いのは「利用したことがない」で 29.2%、次いで「たまに利用している」

24.6%、「以前からあまり利用したことがない」18.2%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「利用したことがない」で 28.6%、次いで「たまに利用している」

25.2%、「以前からあまり利用したことがない」22.9%となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「利用したことがない」で 30.6%、次いで「たまに利用してい

る」22.2%、「よく利用している」19.4%となっています。 

 
図 NPO センターの利用度 

 
 
 

9.5

19.4

25.2

22.2

12.9

12.8

22.9

13.3

28.6

30.6

1.0

1.7

よく利用 たまに利用 以前は利用
あまり利用

していない

利用した

ことがない
無回答

0% 25% 50% 75% 100%

NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)

現在利用している 現在利用していない 

34.7％ 

41.6％

64.4％

56.7％
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問 9 貴団体が、利用するＮＰＯセンターのサービスは何ですか。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「会議室・打合せスペースの利用」で 58.6%、次いで「NPO センター

のホームページでの情報提供・検索」47.1%、「チラシなどの配架・閲覧」38.2%となってい

ます。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは、「NPO センターのホームページでの情報提供・検索」と「会議

室・打合せスペースの利用」で 49.3%、次いで「チラシなどの配架・閲覧」、「主催講座の

受講」31.5%となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「会議室・打合せスペースの利用」で 66.7%、次いで「チラシ

などの配架・閲覧」46.7%、「印刷機・大型プリンターなど OA 機器の提供」45.3%となって

います。 

 
図 利用する NPO センターのサービス 

 

66.7%

44.0%

46.7%

45.3%

41.3%

24.0%

17.3%

8.0%

0.0%
2.7%

4.1%

17.8%

31.5%

27.4%

31.5%

21.9%

49.3%

49.3%

0.0 % 25.0 % 50.0 % 75.0 %

会議室・打合せスペースの利用

NPOセンターのホームページでの情報提供・検索

チラシなどの配架・閲覧

印刷機・大型プリンターなどOA機器の提供

市民に対する市民活動団体のPR

主催講座の受講

他団体との交流

その他

無回答

NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 10 貴団体が、ＮＰＯセンターを利用しない理由は何ですか。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「活動エリアから遠い」で 30.5%、次いで「情報提供・相談等がニ

ーズに合わない」29.3%、「講座等がニーズに合わない」21.7%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「情報提供・相談等がニーズに合わない」で 27.9%、次いで「活

動エリアから遠い」25.0%、「講座等がニーズに合わない」22.8%となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「活動エリアから遠い」で 37.9%、次いで「情報提供・相談等

がニーズに合わない」30.1%、「講座等がニーズに合わない」20.4%となっています。 

 

図 NPO センターを利用しない理由 

 

 

2.9%

37.9%

30.1%

20.4%

15.5%

13.6%

12.6%

9.7%

8.7%

22.3%

3.9%

23.5%

2.2%

11.0%

11.8%

16.9%

22.8%

12.5%

25.0%

27.9%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

活動エリアから遠い

情報提供・相談等がニーズに合わない

講座等がニーズに合わない

存在自体を知らなかった

中間支援団体等、他のサービスを利用しているので
必要ない

地域や市民活動団体と知り合う機会がない

使いたい機器やサービスがない

利用料金が高い

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 11 貴団体は、活動上や団体の運営に関して、困ったことがあった場合、どの

ようなところに相談されていますか。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「同じような活動をしている他の団体に相談している」で 32.1%、 

次いで「個人的な知り合いに相談している」31.6%、「愛知県や名古屋市などの行政機関

に相談している」27.7%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「個人的な知り合いに相談している」で 34.8%、次いで「あいち

NPO 交流プラザで相談している」32.9%、「同じような活動をしている他の団体に相談して

いる」、「愛知県や名古屋市などの行政機関に相談している」31.9%となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「同じような活動をしている他の団体に相談している」で33.3%、

次いで「個人的な知り合いに相談している」28.9%、「相談するほど困ったことがない」21.7%

となっています。 

 
図 困った場合の相談相手  

2.4%

33.3%

28.9%

20.6%

7.2%

21.7%

17.8%

13.9%

6.7%

15.6%

1.7%

10.5%

5.2%

5.7%

12.9%

32.9%

31.9%

11.9%

31.9%

34.8%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

同じような活動をしている他の団体に相談している

個人的な知り合いに相談している

愛知県や名古屋市などの行政機関に相談している

あいちNPO交流プラザで相談している

相談するほど困ったことがない

中間支援の団体に相談している

なごやボランティア・NPOセンターで相談している

相談相手が見つからずこまっている

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 12 ＮＰＯセンターには、どのような機能が必要と思いますか。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「会議室や打合せスペースなど活動場所の提供」で 44.3%、次いで

「市民活動団体の情報を収集、発信する機能」43.1%、「行政・企業・その他団体などと交

流できる場・機会の提供」40.6%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「行政・企業・その他団体などと交流できる場・機会の提供」

で 44.3%、次いで「会議室や打合せスペースなど活動場所の提供」42.4%、「協働相手にふ

さわしい他の団体や行政、企業などの紹介」40.5%となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「市民活動団体の情報を収集、発信する機能」で 51.7%、次い

で「会議室や打合せスペースなど活動場所の提供」48.3%、「市民に対する市民活動団体の

PR」44.4%となっています。 

 
図 Ｎ PO センターに必要な機能 

8.1%

4.3%

48.3%

51.7%

38.3%

37.8%

39.4%

44.4%

33.3%

36.7%

24.4%

7.8%

5.6%

25.2%

22.4%

28.6%

25.2%

40.5%

44.3%

28.6%

42.4%

37.1%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 %

会議室や打合せスペースなど
活動場所の提供

市民活動団体の情報を収集、
発信する機能

行政・企業・その他団体などと
交流できる場・機会の提供

協働相手にふさわしい他の
団体や行政、企業などの紹介

市民活動団体同士が交流
できる場・機会の提供

市民に対する市民活動団体のPR

経験豊富な職員による市民活動
団体の活動や運営面での専門的な相談

プリンターやコピー機
などOA機器の提供

地域住民や地域団体との仲介役

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 13 今後、ＮＰＯセンターを運営していくために、どのような人材に運営して

欲しいと思いますか。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「行政事情に精通しており、行政との協働を調整してくれる人」で

58.2%、次いで「市民活動団体の活動や運営に対して専門的知見からアドバイスができる

人」53.3%、「他の市民活動団体などのネットワークが豊富で他団体との橋渡しをしてくれ

る人」48.2%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「行政事情に精通しており、行政との協働を調整してくれる人」

で 62.9%、次いで「市民活動団体の活動や運営に対して専門的知見からアドバイスができ

る人」51.4%、「他の市民活動団体などのネットワークが豊富で他団体との橋渡しをしてく

れる人」44.8%となっています。 

 
＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「市民活動団体の活動や運営に対して専門的知見からアドバイ

スができる人」で 54.4%、次いで「行政事情に精通しており、行政との協働を調整してく

れる人」、「他の市民活動団体などのネットワークが豊富で他団体との橋渡しをしてくれる

人」52.2%となっています。 

 
図 NPO センターを運営する人材 

 
 
 
 
  

52.2%

54.4%

52.2%

43.9%

32.8%

6.1%

7.8%

3.3%

4.3%

33.8%

44.8%

35.2%

62.9%

51.4%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 % 70.0 %

行政事情に精通しており、
行政との協働を調整してくれる人

市民活動団体の活動や運営に対して
専門的知見からアドバイスができる人

他の市民活動団体などのネットワークが
豊富で他団体との橋渡しをしてくれる人

地域事情に精通しており、地域住民との
橋渡しをしてくれる人

実際に市民活動団体を運営
したことがある人

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 14 中区伏見のＮＰＯセンター以外に、機能を限定したセンターを市内の各地

域に設置する場合、どのような機能が必要だと思いますか。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「会議室・打合せスペースなど場所の提供」で 58.4%、次いで「市

民活動団体の情報収集・発信する機能」40.9%、「印刷機・大型プリンターなど OA 機器の提

供」35.5%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「会議室・打合せスペースなど場所の提供」で 54.8%、次いで「他

団体や行政との交流機会の提供」39.0%、「市民活動団体の情報収集・発信する機能」34.8%

となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「会議室・打合せスペースなど場所の提供」で 61.1%、次いで

「市民活動団体の情報収集・発信する機能」48.3%、「印刷機・大型プリンターなど OA 機器

の提供」40.6%となっています。 

 
図 地域センターでの必要機能 

 

5.2%

1.9%

61.1%

48.3%

40.6%

28.3%

37.8%

31.7%

23.3%

21.7%

8.3%

7.2%

4.4%

7.6%

27.1%

32.9%

26.7%

39.0%

31.9%

28.6%

54.8%

34.8%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 % 70.0 %

会議室・打合せスペースなど場所の提供

市民活動団体の情報収集・発信する機能

印刷機・大型プリンターなどOA機器の提供

他団体や行政との交流機会の提供

市民に対する市民活動団体のPR

地域住民や行政との仲介役

活動や運営面での具体的なアドバイス

協働相手の紹介

特に必要ない

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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■ 市民活動団体の活動について 

問 15 貴団体における現在の資金調達の主な手段は何ですか。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「会費収入」で 72.0%、次いで「行政からの委託・助成」29.0%、「事

業収入（その他のサービス提供による対価・料金）」27.7%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「会費収入」で 75.7%、次いで「事業収入（その他のサービス提

供による対価・料金）」36.2%、「行政からの委託・助成」31.9%となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「会費収入」で 70.6%、次いで「行政からの委託・助成」26.1%、

「役員・会員からの寄付」、「企業や財団等からの委託・助成」18.9%となっています。 

 
図 資金調達の主な手段 

 
 
 
 

4.8%

0.0%

70.6%

2.2%

18.9%

7.2%

8.3%

26.1%

18.9%

1.1%

17.8%

15.0%

2.2%

36.2%

17.1%

22.4%

31.9%

15.2%

31.0%

11.9%

75.7%

9.0%

0.0 % 25.0 % 50.0 % 75.0 % 100.0 %

会費収入

借り入れ

役員・会員からの寄付

企業・財団等からの寄付

市民からの寄付

行政からの委託・助成

企業や財団等からの委託・助成

事業収入
（介護保険事業などの法定事業の報酬）

事業収入
（その他のｻｰﾋﾞｽ提供による対価・料金）

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 16 今後、貴団体が期待する資金調達の主な手段は何ですか。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「会費収入」で 54.3%、次いで「企業や財団等からの委託・助成」

46.2%、「行政からの委託業務」45.7%となっています。 

 
＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「行政からの委託業務」で 53.3%、次いで「会費収入」51.4%、

「企業や財団等からの委託・助成」49.5%となっています。 

 
＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「会費収入」で 60.0%、次いで「企業や財団等からの委託・助

成」42.8%、「行政からの委託業務」38.3%となっています。 

 
図 今後期待する資金調達手段 

 
  

1.4%

60.0%

12.8%

28.3%

16.1%

38.3%

42.8%

26.7%

4.4%

6.1%

5.0%

3.8%

18.1%

46.2%

49.5%

21.0%

39.5%

53.3%

51.4%

17.6%

0.0 % 25.0 % 50.0 % 75.0 %

会費収入

役員・会員からの寄付

企業・財団等からの寄付

市民からの寄付

行政からの委託業務

企業や財団等からの委託・助成

事業収入（提供するサービスの対価）

事業収入（法定事業の報酬等）

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 17 市民活動団体が信用力を高めるためには、何が必要だと思いますか。 

＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「市民活動団体の活動理念や活動内容に関する情報の公開」で57.9%、

次いで「財政基盤の強化」44.3%、「組織運営能力の向上」42.8%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「市民活動団体の活動理念や活動内容に関する情報の公開」で

56.2%、次いで「財政基盤の強化」53.8%、「組織運営能力の向上」47.6%となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「市民活動団体の活動理念や活動内容に関する情報の公開」で

61.7%、次いで「市民活動団体の組織や活動拠点に関する情報の公開」41.1%、「組織運営能

力の向上」36.1%となっています。 

 
図 信用力を高めるために必要なこと 

 

61.7%

31.7%

36.1%

31.1%

41.1%

25.6%

7.8%

5.6%

1.9%

5.2%

24.3%

42.4%

47.6%

28.6%

56.2%

53.8%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 % 70.0 %

市民活動団体の活動理念や
活動内容に関する情報の公開

財政基盤の強化

組織運営能力の向上

行政や企業との協働の実績

市民活動団体の組織や活動
拠点に関する情報の公開

行政または第三者機関による
評価や認定

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)
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問 18 セルフチェックの仕組みができたら、貴団体は積極的に評価を行います

か。＜複数回答＞ 

全体で最も多いのは「セルフチェックを行うことによって具体的なメリットがあるなら

ば行いたい」で 41.8%、次いで「セルフチェック項目が多すぎず、負担にならないようで

あれば行いたい」30.7%、「セルフチェックを公開することで信用力があがるのなら積極的

に行いたい」22.6%となっています。 

 

＜NPO 法人＞ 

NPO 法人で最も多いのは「セルフチェックを行うことによって具体的なメリットがある

ならば行いたい」で 41.9%、次いで「セルフチェック項目が多すぎず、負担にならないよ

うであれば行いたい」33.8%、「セルフチェックを公開することで信用力があがるのなら積

極的に行いたい」23.8%となっています。 

 

＜任意団体＞ 

任意団体で最も多いのは「セルフチェックを行うことによって具体的なメリットがある

ならば行いたい」で 41.1%、次いで「セルフチェック項目が多すぎず、負担にならないよ

うであれば行いたい」26.7%、「あまり意味がないので行う必要はない」26.1%となっていま

す。 

 
図 セルフチェックの取り組み意向 

 
 
 

21.7%

41.1%

26.7%

26.1%

13.3%

10.0%

6.1%

4.8%

7.1%

20.5%

33.8%

11.9%

23.8%

41.9%

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 %

ｾﾙﾌﾁｪｯｸを公開することで
信用力があがるのなら積極的に行いたい

ｾﾙﾌﾁｪｯｸを行うことによって
具体的なﾒﾘｯﾄがあるならば行いたい

ｾﾙﾌﾁｪｯｸ項目が多すぎず､
負担にならないようであれば行いたい

あまり意味がないので行う必要はない

ｾﾙﾌﾁｪｯｸだけではなく､
第三者機関による評価を実施すべき

その他

無回答
NPO法人(210団体)

任意団体(180団体)


